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第 17図 赤木名城跡発掘調査のグリッド設定 

（笠利町教育委員会『赤木名グスク遺跡』，2003年） 
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第 18図 赤木名城跡の発掘調査箇所 

（笠利町教育委員会『赤木名グスク遺跡』，2003年）
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第 19図 赤木名城跡の発掘調査（南側曲輪部分） 

第 20図 赤木名城跡の発掘調査出土遺物 
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第 21図 赤木名城跡地形測量図 
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第 22図 赤木名城跡縄張図（奄美市教育委員会『赤木名城』，2009年） 
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第 4章 保存管理計画 

  

 史跡赤木名城跡は，第 3 章 5 節（2）で記載しているように中世城郭遺跡として位置づ

けられるものである。 

 今後，史跡の適切な保存管理を恒常的に維持していくため，奄美市教育委員会の保存管

理計画について，まず基本方針を確認し，次いで保存管理の対象となる史跡の諸要素を具

体的に整理して，それらの諸要素が史跡指定範囲内にどのように分布しているのかを，地

区区分をしながら示す。 

 そして史跡の保存管理については，史跡の現状を変化させてしまう開発行為や自然災害

等に対する一時的なものと，史跡を覆う樹林等に対する恒常的なものに大別できるので，

保存管理における具体的な取り扱い方針と対応基準を本章でまとめることとする。 

 

1 保存管理計画の基本方針 

 

 史跡赤木名城跡の保存管理に際して，以下の基本方針を定めるものとする。 

 

①史跡の適切な状態を維持して，恒久的保存を図る。 

②史跡の学術的調査を継続的に実施して，史跡の特徴を示す要素の学術的価値の確 

 認を行い，個別に適切な保存を図る。 

③周辺景観・自然環境と調和がとれていて，防災面にも配慮された史跡の保存管理 

 を図る。 

④地域住民と行政の協働による史跡の保存管理に取り組み，地域の誇りとなる歴史 

 的空間を目指す。 

⑤赤木名地区文化的景観事業とも連動した歴史的空間として史跡価値を向上させ， 

 学校教育における教材や着地型観光における資源等の多様な活用を目指す。 

 

2 史跡を構成する諸要素 

 

 史跡赤木名城跡の保存管理計画に際して，その対象となるあらゆる関連要素について， 

以下の 3 群に大別して整理する。 

（1）史跡の本質的特徴を示す要素 

 まず中世城郭跡として最も構造や特徴をよく示す遺構群を対象とする。史跡の保存管理

に際して，最も注意しなければならない要素群である。 

 中世城郭跡の特徴を示すものとして，山地の尾根筋に構築されている堀切・切岸・曲輪・

土塁等の遺構群は，最も明瞭で重要な要素である。加えて山地の斜面に構築されている曲

輪・竪堀・切岸の遺構群も，中世城郭跡を構成する要素として重要である。 
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 以上の地表で視覚的に確認できる構成要素に加えて，地下に埋蔵されているピット・土

坑等の遺構も含めて考えなければならない。 

 史跡の本質的特徴を示す要素を整理するならば，以下のとおりである。 

○尾根筋の城郭遺構群（曲輪・堀切・土塁・切岸） 

○斜面地の城郭遺構群（帯曲輪・竪堀・切岸） 

○地下に埋蔵されている遺構（ピット・土坑等） 

（2）史跡に関連の深い要素 

 史跡赤木名城跡を理解する上で，城郭が構築されている山地の自然地形は，史跡を考え

る上で関連が深く，考慮しておかなければならない重要な要素である。城郭の入口施設と

なる大手口が確認できていないので，特に遺構が構築されている山地集落側（西側）斜面

の自然地形には注意が必要である。 

史跡赤木名城跡の山麓には，薩摩藩統治時代に建立されている「観音寺跡」「秋葉神社跡」

及び移転された「秋葉神社」が所在している。これらは，里集落から「神山」と呼ばれる

聖地として信仰対象化されていた史跡赤木名城跡を含む山地の性格を理解する上で，注意

しておかなければならない要素である。また薩摩藩統治時代における赤木名城跡の利用に

ついて考えるためにも，看過できない要素である。 

観音寺跡は，史跡赤木名城跡の山麓にある奄美市立赤木名中学校の背後に所在している。

島津家歴代の菩提寺である曹洞宗玉龍山福昌寺の末寺として，延宝 3（1675）年に瑰宝守

柏大和尚位が開山したものである。その後，寛政 13（1801）年に仮屋が名瀬の伊津部仮

屋に移転されると，観音寺も名瀬の旧墓地の隣接地に移転されている。観音寺跡は，奄美

市指定文化財に指定されている。 

秋葉神社跡は，史跡赤木名城跡の尾根筋に至る山道途中に所在する。急斜面地に狭小な

平地を削平して建てられていたが，現在は史跡赤木名城跡の山道入口部分に移転されてい

る。コンクリート製の社殿に建て替えられている。跡地に安永 5（1776）年の刻銘がある

手水鉢が残されている。 

 史跡に関連が深い要素を整理するならば，以下のとおりである。 

○自然地形（史跡指定範囲内外） 

○秋葉神社跡の平地（史跡指定範囲内） 

○観音寺跡の平地（史跡指定範囲外） 

（3）史跡の保存管理上で調整が必要な要素 

史跡赤木名城跡は，山地の自然地形を活かして構築されているので，当該史跡が構築さ

れている範囲は，全面樹林に覆われている。これら樹林は，総じて樹齢が若く，高木化し

ているものは多くはない。しかし，樹林の成長も早いので，里山として既に人為的管理が

行われていない現状を考えるならば，樹林管理は，今後の史跡の保存管理において，恒常

的管理が必要な要素として注意しなければならない。当該管理については，第 4 章 5 節で

あらためて取り扱い基準等について整理してある。 

史跡赤木名城跡が所在する山地の両側は，土砂災害防止法による「土石流危険渓流地域」

に指定されているほか，集落側斜面（西側斜面）から赤木名中学校側斜面（南側斜面）は
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「土砂災害警戒区域」にも指定されているので，崩壊する危険性がある急傾斜地は，自然

災害発生時には緊急の調整が必要になる要素として認識しておかなければならない。 

また戦前戦後に，史跡を含む山地の尾根部分・斜面部分一帯が耕作地として利用されて

いたため，山麓に所在する奄美市立赤木名中学校の裏手から尾根筋に通じる山道が存在し

ていて，現在も史跡赤木名城跡の見学道として利用されている。この山道も，史跡見学等

の活用や安全確保の上で考慮しなければならない要素である。 

加えて史跡範囲外になるので，史跡赤木名城跡の保存管理計画における直接的な対象要

素となるものではないが，同一山地に所在する中金久集落の「菅原神社」，外金久集落の「厳

島神社」も，秋葉神社と一緒に，幕末の古地図に「弁天跡」「墓地跡」として記載されてい

るので，聖地（神山）としての山地の性格を理解する上で，注意しておく必要がある要素

である。 

菅原神社は，史跡赤木名城跡が所在する山地の中金久集落背後の山麓斜面に所在する。

前述したように，幕末の古地図には「弁天跡」として記載されていて，もともと斜面中腹

に建てられていたが，社殿改修工事に伴い，現在までに二度にわたり神社の位置を斜面下

側に下げて変えている。宝永 7（1710）年に寄進された鰐口がある。社殿はコンクリート

製に建て替えられている。 

厳島神社は，史跡赤木名城跡が所在する山地の海岸外金久集落背後の山麓に所在する。

幕末の古地図には神社の記載は認められないが，墓地跡として記載されているので，聖地

（神山）としての性格の一端がうかがえる。宝永 7（1710）年に寄進された鰐口と天保 9

（1838）年に寄進された弁才天石像がある。社殿はコンクリート製に建て替えられている。 

史跡の保存管理上で調整が必要な要素を整理するならば，以下のとおりである。 

○森林（史跡指定範囲内外） 

○急傾斜地（史跡指定範囲内外） 

○山道（史跡指定範囲内外） 

○菅原神社（史跡指定範囲外） 

○厳島神社（史跡指定範囲外） 
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 史跡の特徴を示す要素 史跡に関連の深い要素 
史跡の保存管理上で 

調整が必要な要素 

史

跡

指

定

範

囲 

内

山

地 

尾

根

筋 

・尾根筋の城郭遺構群 

（曲輪・堀切・土塁・切岸） 

・地下に埋蔵されている遺構 

（ピット・土坑等） 

・自然地形 
・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

斜

面 

・斜面地の城郭遺構群 

（帯曲輪・竪堀・切岸） 

・秋葉神社跡 

・自然地形 

・山道 

・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

史

跡

指

定

範

囲

外

山

地 

尾

根

筋 

 ・自然地形 
・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

斜

面 
 

・観音寺跡 

・自然地形 

・山道 

・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

・菅原神社 

・厳島神社 

第 6表 史跡を構成する諸要素 
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3 史跡の構成要素による地区区分と保存管理 

 

（1）保存管理計画対象地域の大別 

 まず史跡赤木名城跡の史跡指定範囲を基準として，保存管理計画の対象となる地域を大

別して示す。 

 さらに史跡指定範囲内・範囲外の地域について，遺構群が構築されている自然地形に従

い，尾根筋と斜面に大別しながら，史跡を構成する諸要素を以下のように整理する。 

 

①第 1 種地域（史跡指定範囲内山地） 

 史跡赤木名城跡の特徴を示す遺構群が集合している史跡指定範囲の山地部分である。遺

構群が構築されている地形から，尾根筋と斜面に大別する。 

 

②第 2 種地域（史跡指定範囲外隣接山地） 

 史跡赤木名城跡の隣接山地部分である。史跡指定追加予定地を中心とする。第 1 種地域

に準じて，尾根筋と斜面に大別する。 

 

第 7表 保存管理計画対象地域の大別

 史跡の特徴を示す要素 史跡に関連の深い要素 
史跡の保存管理上で 

調整が必要な要素 

第 1 種地域 

（史跡指定範囲内山地） 

尾

根

筋 

・堀切・切岸・曲輪・土塁 

・建物跡・土坑等 
・自然地形 

・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

斜

面 
・帯曲輪・竪堀 

・秋葉神社跡 

・自然地形 

・山道 

・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

第 2 種地域 

（史跡指定範囲外隣接山地） 

尾

根

筋 

 ・自然地形 
・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

斜

面 
 

・観音寺跡 

・自然地形 

・森林 

・斜面地（急傾斜地） 

・山道 

・菅原神社 

・厳島神社 
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（2）地区別の保存管理方針 

 次に，保存管理計画の対象地域について，第 1 種地区・第 2 種地区の地域大別をふまえ

ながら，史跡を構成する諸要素を具体的に整理し，それらの諸要素がどのように分布して

いるのか，遺構分布と自然地形との関係を考慮し，以下の 5 地区に区分する。 

そして，史跡を構成する諸要素の在り方から，地区別に史跡の保存管理方針を示しておく。 

 

地区区分 地区概要 該当遺構・文化財等 

A 遺構が認められる尾根筋（第 1種地域） 堀切・切岸・曲輪・土塁 

B 遺構が認められる斜面（第1種地域） 竪堀・帯曲輪 

C 遺構が認められない尾根筋・斜面（第 1種地域） （今後の調査で遺構確認も実施する） 

D 遺構が認められない尾根筋・斜面（第 2種地域） （今後の調査で遺構確認も実施する） 

E 施設がある斜面（第 1種地域・第 2種地域） 山道 

第 8表 保存管理計画対象地域の地区区分 

 
A地区 遺構が認められる尾根筋（第1種地域） 

①該当遺構 堀切・切岸・曲輪・土塁 

②保存状況 

○尾根筋に，堀切をはじめとする遺構群が連続して構築されていて，史跡の特徴が最も解りや

すいため，山道から登り，公開されている部分である。 

○全体的に樹木に覆われているため，遺構部分にも樹木が分布している。 

○尾根筋は，通路としても利用されている。 

○尾根筋を切断して構築されている堀切・切岸の切断部分の保存状態は良好である。 

○曲輪部分は，昭和 30 年代まで耕作地として利用されていたが，確認調査の結果，地下に埋

蔵されている文化層（第3層）の状態は良好である。 

○南側曲輪群（B群）は，測量調査・確認調査の際に，覆われている樹木を間伐しているので，

保存状態は良好である。ただし，間伐した分，日当たりがよくなり，雑草がやや茂りやすい。 

○北側曲輪群（A群）も，測量調査・確認調査の際に，覆われている樹木を間伐しているので，

保存状態は良好である。やはり間伐した分，日差しがよくなり，雑草がやや茂りやすい。 

○土塁は，樹木に覆われている尾根筋の縁辺部分に構築されているので，日当たりが悪く，雑

草が茂りにくいため，保存状態は良好である。 

○鹿児島県指定の「土砂災害警戒区域」に含まれている。 

③基本方針 

○堀切を中心とする史跡の特徴をよく示す遺構群が見学できる中核的地区なので，史跡に対す

る理解を深められるような環境を整えていく。 

○北側曲輪群（A群）は，赤木名地区の3集落を眺望できる適地であるので，眺望を確保して，

赤木名城跡の周辺地形を理解しやすく，地域住民にも親しみやすい環境を整えていく。 

④保存管理方法 

○倒木や樹根等による遺構の一部損壊が発生する可能性があるので，森林景観の保全や自然地

形の維持に影響がないように留意しながら，遺構保存のために定期的な植生管理を実施する。 

○史跡の見学に適した環境を整えるため，定期的に雑草の伐採，低木の枝剪定，枯枝の除去等

を実施する。 

○史跡の見学については，急傾斜地に転落する等の危険性も想定されるので，見学者の安全確

保に細心の注意を払い，危険な要素を減らしていくよう努める。 

○計画的な発掘調査を実施して，史跡の構築使用年代と構造の変化の実態把握に努める。 

第 9表 A地区の保存管理方針
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B地区 遺構が認められる斜面（第 1種地域） 

①該当遺構 竪堀・帯曲輪 

②保存状況 

○全体的に樹木に覆われているため，遺構部分にも樹木が分布している。 

○斜面地をV字状に掘り込んで構築されている竪堀の保存状態は良好である。 

○帯曲輪は，急斜面地が階段上に削平されて，不定形の平坦地が地形に即しながら構築されて

いる。 

○帯曲輪の大半は，昭和 30 年代まで耕作地として利用されていたと考えられるが，階段状に

削平されている構造の保存状態は良好である。 

○鹿児島県指定の「土砂災害警戒区域」に含まれている。 

③基本方針 
○急傾斜地であり，遺構群の見学には適していない。現状保存を基本として，遺構群の適切な

維持管理に努める。 

④保存管理方法 

○倒木や樹根等による遺構の一部損壊が発生する可能性があるので，森林景観の保全や自然地

形の維持に影響がないように留意しながら，遺構保存のために定期的な植生管理を実施する。 

○遺構保存に十分配慮しながら，森林景観の保全と自然地形の維持に努める。 

○計画的な発掘調査を実施して，史跡の構築使用年代と構造の変化の実態把握に努める。 

第 10表 B地区の保存管理方針 

 
C地区 遺構が認められない尾根筋・斜面（第1種地域） 

①該当遺構 不明 

②保存状況 
○全体的に樹木に覆われている。 

○鹿児島県指定の「土石流危険渓流地域」「土砂災害警戒区域」に含まれている。 

③基本方針 ○森林景観の保全と自然地形の維持に努める。 

④保存管理方法 

○森林景観の保全や自然地形の維持に影響がないように，適切な植生管理を行う。 

○計画的な地形踏査・発掘調査を実施して，史跡の構築使用年代と構造の変化の実態把握に努

める。 

○今後の調査により，遺構が確認された場合には，A地区または B地区と同様の取り扱いに変

更する。 

第 11表 C地区の保存管理方針 

 
D地区 遺構が認められない尾根筋・斜面（第2種地域） 

①該当遺構 不明 

②保存状況 
○全体的に樹木に覆われている。 

○鹿児島県指定の「土石流危険渓流地域」「土砂災害警戒区域」に含まれている。 

③基本方針 ○森林景観の保全や自然地形の維持に努める。 

④保存管理方法 

○森林景観の保全や自然地形の維持に影響がないように，適切な植生管理を行う。 

○計画的な地形踏査・発掘調査を実施して，史跡の構築使用年代と構造の変化の実態把握に努

める。 

○今後の調査により，遺構が確認された場合には，A地区またはB地区と同様の取り扱いに変

更する。 

第 12表 D地区の保存管理方針 

 
E地区 施設がある斜面（第1種地域・第 2種地域） 

①該当遺構 （山道） 

②保存状況 
○尾根筋を耕作地として利用していた時期に，耕作地まで登るために設けられた通路である。 

○鹿児島県指定の「土石流危険渓流地域」「土砂災害警戒区域」に含まれている。 

③基本方針 ○通路としての利用を継続する。 

④保存管理方法 

○史跡の見学に適した環境を整えるため，定期的に雑草の伐採，低木の枝剪定，枯枝の除去等

を実施する。 

○史跡の見学については，急傾斜地に転落する等の危険性も想定されるので，見学者の安全確

保に細心の注意を払い，危険な要素を減らしていくよう努める。 

○遺構を損壊しないことを前提としながら，将来的により安全性の高い山道を検討していく。 

第 13表 E地区の保存管理方針 
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第 23図 史跡赤木名城跡の地区区分 
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第 24図 第 1堀切（A地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 25図 第 2堀切（A地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 26図 第 3堀切（A地区） 
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第 27図 北側曲輪群切岸（A地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 28図 南側曲輪群土塁（A地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 29図 観音寺跡（D・E地区） 
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4 現状変更に対する取り扱いの方針及び基準 

 

（1）現状変更の許可区分と手続 

①現状変更の許可を要しない行為 

 a 維持の措置 

 b 非常災害のために必要な応急的措置をとる場合 

 c 保存に影響を及ぼす影響が軽微である場合 

②現状変更の許可が必要な行為で、軽微な現状変更または保存に重大な影響を及ぼさない

行為 

③現状変更の許可が必要な行為で、重大な現状変更または保存に重大な影響を及ぼす行為 

④現状変更を認めることができない行為 

（2）現状変更における法的根拠 

 「文化財保護法」第 125 条に「現状変更等の制限及び原状回復の命令」として，下記の

規定が記されている。 

 

第 125 条 史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し，又はその保存に影響を及ぼす行

為をしようとするときは，文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし，現状変更

については維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を執る場合，保存に影響を及

ぼす行為については影響の軽微である場合は，この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は，文部科学省令で定める。 

３ 第１項の規定による許可を与える場合には，第 43 条第３項の規定を，第１項の規定

による許可を受けた者には，同条第４項の規定を準用する。 

４ 第１項の規定による処分には，第 111 条第１項の規定を準用する。 

５ 第１項の許可を受けることができなかつたことにより，又は第３項で準用する第 43

条第３項の許可の条件を付せられたことによつて損失を受けた者に対しては，国は，その

通常生ずべき損失を補償する。 

６ 前項の場合には，第 41 条第２項から第４項までの規定を準用する。 

７ 第１項の規定による許可を受けず，又は第３項で準用する第 43 条第３項の規定によ

る許可の条件に従わないで，史跡名勝天然記念物の現状を変更し，又はその保有に影響を

及ぼす行為をした者に対しては，文化庁長官は，原状回復を命ずることができる。この場

合には，文化庁長官は，原状回復に関し必要な指示をすることができる。 

 

 史跡内における現状変更については，第 125 条第 1 項の規定で「史跡名勝天然記念物に

関しその現状を変更し，又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは，文化庁

長官の許可を受けなければならない」と制限が設けられていて，原則的に文化庁長官の許

可が必要とされている。 

 史跡内における現状変更許可の手続を必要としない場合は，「ただし、現状変更について
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は維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を執る場合，保存に影響を及ぼす行為

については影響の軽微である場合は，この限りでない」と定められている。 

 また文化財保護法施行令第 5 条第 4 項には，市で実施できる現状変更許可（史跡への影

響が軽微であるもの）について，下記の規定がある。 

 

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 

第５条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は，都道府県の教育委員会が行うこと

とする。ただし，我が国にとつて歴史上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文

化財について，文化庁長官がその保護上特に必要があると認めるときは，自ら第５号に掲

げる事務（法第 92 条第１項の規定による届出の受理及び法第 94 条第１項又は第 97 条第

１項の規定による通知の受理を除く。）を行うことを妨げない。 

４ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は，都道府県の教育委員会（第１号イから

トまで及びリに掲げる現状変更等が市の区域内において行われる場合，同号チに掲げる現

状変更等を行う動物園又は水族館が市の区域内に存する場合並びに同号ヌに規定する指定

区域が市の区域内に存する場合にあつては，当該市の教育委員会）が行うこととする。 

一 次に掲げる現状変更等（イからヘまでに掲げるものにあつては，史跡名勝天然記念物

の指定に係る地域内において行われるものに限る。）に係る法第 125 条の規定による許可

及びその取消し並びに停止命令 

イ 小規模建築物（階数が２以下で，かつ，地階を有しない木造又は鉄骨造の建築物であ

つて，建築面積（増築又は改築にあつては，増築又は改築後の建築面積）が 120 平方メー

トル以下のものをいう。ロにおいて同じ。）で３月以内の期間を限つて設置されるものの新

築，増築，改築又は除却 

ロ 小規模建築物の新築，増築，改築又は除却（増築、改築又は除却にあつては，建築の

日から 50 年を経過していない小規模建築物に係るものに限る。）であつて，指定に係る地

域の面積が 150 ヘクタール以上である史跡名勝天然記念物に係る都市計画法（昭和 43 年

法律第 100 号）第８条第１項第１号の第１種低層住居専用地域又は第２種低層住居専用地

域におけるもの 

ハ 工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）の設置，改修若しくは除却（改修

又は除却にあつては，設置の日から 50 年を経過していない工作物に係るものに限る。）又

は道路の舗装若しくは修繕（それぞれ土地の掘削，盛土，切土その他土地の形状の変更を

伴わないものに限る。） 

ニ 法第 115 条第１項（法第 120 条及び第 172 条第５項において準用する場合を含む。）

に規定する史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設の設置，改修又は除却 

ホ 埋設されている電線，ガス管，水管又は下水道管の改修 

ヘ 木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹については，危険防止のため必要

な伐採に限る。） 

ト 天然記念物に指定された動物の個体の保護若しくは生息状況の調査又は当該動物によ

る人の生命若しくは身体に対する危害の防止のため必要な捕獲及び当該捕獲した動物の飼

育又は当該捕獲した動物への標識若しくは発信機の装着 

チ 天然記念物に指定された動物の動物園又は水族館相互間における譲受け又は借受け 
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リ 天然記念物に指定された鳥類の巣で電柱に作られたもの（現に繁殖のために使用され

ているものを除く。）の除却 

ヌ イからリまでに掲げるもののほか，史跡名勝天然記念物の指定に係る地域のうち指定

区域（当該史跡名勝天然記念物の管理のための計画を都道府県の教育委員会（当該計画が

町村の区域を対象とする場合に限る。）又は市の教育委員会（当該計画が市の区域を対象と

する場合に限る。）が定めている区域のうち当該都道府県又は市の教育委員会の申出に係る

もので，現状変更等の態様，頻度その他の状況を勘案して文化庁長官が指定する区域をい

う。）における現状変更等 

二 法第 130 条（法第 172 条第５項において準用する場合を含む。）及び第 131 条の規定

による調査及び調査のため必要な措置の施行（前号イからヌまでに掲げる現状変更等に係

る法第 125 条第１項の規定による許可の申請に係るものに限る。） 

５ 文化庁長官は，前項第１号ヌの規定による指定区域の指定をしたときは，その旨を官

報で告示しなければならない。 

６ 第４項第１号ヌの管理のための計画に記載すべき事項は，文部科学省令で定める。 

７ 第１項本文，第２項本文，第３項及び第４項の場合においては，法の規定中これらの

規定により都道府県又は市の教育委員会が行う事務に係る文化庁長官に関する規定は，都

道府県又は市の教育委員会に関する規定として都道府県又は市の教育委員会に適用がある

ものとする。 

 

 文化財保護法に定められている第 43 条（現状変更等の制限），第 53 条（所有者等以外

の者による公開），第 54 条・第 55 条（保存のための調査）関係については，この文化財

保護法施行令第 5 条により，県及び市で行うべき事務の範囲が定められている。 

現状変更に関わる行為については，いずれの場合においても，関係機関と協議，調整を

十分に行う必要がある。特に計画段階における事前協議の実施が，手続を円滑に進めてい

く上で重要である。 

（3）現状変更の許可申請が必要となる行為 

 次に，史跡赤木名城跡で現状変更の許可申請が必要となる「その現状を変更し，又はそ

の保存に影響を及ぼす行為」について，想定される事項を具体的に確認しておきたい。 

 第 1 種地区とした史跡赤木名城跡の史跡指定範囲内の山地については，樹林に覆われて

いて，現在，地元住民の日常生活に直接関わる居住施設や関連施設等は認められない。ま

た畑地も放棄されていて，耕作等の生業活動もほとんど行われていない。 

 そのため，史跡の恒久的保存管理を第一に考えるならば，林地における樹林の倒木，樹

根の成長等による遺構損壊を未然に防ぐための計画的伐採に対応する場合がまず想定され

るところである。あわせて史跡保存整備事業に関わる発掘調査や史跡整備等も考慮してお

く必要がある。 

 第 2 種地区とした史跡赤木名城跡の史跡指定範囲外の隣接山地についても，樹林に覆わ

れていて，大半の部分は，第 1 種地区と同様に地元住民の日常生活に直接関わる居住施設

は認められない。やはり畑地も放棄されていて，耕作等の生業活動もほとんど行われてい

ない。 
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 しかし，今後の追加指定が計画されている里集落側の山腹には秋葉神社が祀られていて，

当該箇所が史跡追加指定された場合，神社建て替えや神社参拝に関わる周辺整備等の開発

行為に対する現状変更等の対応が生じる可能性も考えておかなければならない。 

 以上の想定をふまえて，史跡赤木名城跡で現状変更の許可申請が必要となる開発行為等

について確認すると，次の①から⑥の行為に整理できる。 

①建築物の新築・増築・改築・除去 

②簡易工作物の新築・増築・改築・除去 

③森林の伐採・植林 

④土地造成（掘削・盛土）等による地形改変 

⑤自然災害等における防災工事 

⑥発掘調査及び保存整備 

（4）現状変更に対する取り扱い基準 

 前節で整理した①～⑥の行為について，第 1 種地区（史跡指定範囲内山地）と第 2 種地

区（史跡指定範囲外隣接山地）における開発行為等に際して，現状変更に対する基本的な

考え方を整理しておく。 

①第 1種地域（史跡指定範囲内山地） 

 史跡の中核となる遺構群について，恒久的保存を図ることが最も重要な目的であるので，

①建築物の新築や④地形改変等の現状変更は原則的に認めない。 

 ただし，今後，史跡活用に向けて，見学者の利便性や安全確保を図るために階段や柵等

の②簡易工作物を設置する整備事業等も考えられるので，史跡整備に伴う場合については

例外として，それ以外の現状変更は基本的に抑制していくことになる。 

 史跡範囲内に繁茂している樹林については，間伐等も行われなくなり，山林の持続的管

理が行われていない。遺構の良好な保存状態を維持していくために，史跡の保護に影響を

与えない範囲で，③樹木の伐採や倒木の撤去等は，適切に進めていく。 

 史跡が所在する山地の東西両側は，土砂災害防止法による「土石流危険渓流地域」に，

また山地西側と南側の急傾斜地は「土砂災害警戒区域」に指定されているので，⑤自然災

害の防災工事や自然災害発生時の応急的工事等の人命財産に関わる対処については，文化

庁文化財部記念物課・鹿児島県教育庁文化財課の指導を受け，奄美市教育委員会と協議を

行い，速やかに実施するものとする。 

 史跡の構築使用年代や構造変化を明らかにするため等の発掘調査は，文化庁文化財部記

念物課・鹿児島県教育庁文化財課の指導を受け，調査目的が明確かつ史跡保存に適切に配

慮されたものだけを計画的に実施していく。以下，当該地域に含まれるA 地区からC地区

の 3 地区における現状変更の取り扱い基準について，整理して示しておく。 
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第 14表 第 1種地域A・B・C地区の現状変更に関する取り扱い基準 

 

②第 2種地域（史跡指定範囲外隣接山地） 

 当該地域も，①～⑤の開発行為等に対する対応は，第 1 種地域と同様の取り扱いが望ま

しい。史跡範囲や関連施設等を明らかにするため等の発掘調査や山麓に所在する奄美市指

定文化財「観音寺跡」の発掘調査は，文化庁文化財部記念物課・鹿児島県教育庁文化財課

の指導を受け，調査目的が明確かつ適切なものだけをできるだけ計画的に実施していく。 

 

①建築物の新築・増築・改築・除去 ・第 1種地域と同様の取り扱いが望ましい。 
②簡易工作物の新築・増築・改築・除去 ・第 1種地域と同様の取り扱いが望ましい。 

③森林の植林・伐採 
・第 1種地域と同様の取り扱いが望ましい。 

・伐採に際しては，奄美市教育委員会と協議を行う。 

④土地造成（掘削・盛土）等による地形改変 

・現状保存を原則とする。 

・やむを得ない場合が生じた際は，文化庁文化財部記念物課・鹿児島県

教育庁文化財課の指導を受け，奄美市教育委員会と協議を行う。 

⑤自然災害等における防災工事 

・自然災害の防止工事については，文化庁文化財部記念物課・鹿児島県 

教育庁文化財課の指導を受け，鹿児島県・奄美市教育委員会と協議を行 

い，史跡周辺の景観に配慮した内容を工夫する。 

・自然災害発生時の応急的工事については，住民の人命財産の安全確保

を最優先として至急実施する。その際も，文化庁文化財部記念物課・鹿

児島県教育庁文化財課の指導を受け，鹿児島県・奄美市教育委員会と協

議を行いながら実施する。 

⑥発掘調査及び保存整備 
・史跡指定範囲外の山地における発掘調査についても，文化庁文化財部

記念物課・鹿児島県教育庁文化財課の指導を受けて実施する。 

特記事項 

・史跡指定されていない追加指定予定地について，保存の必要がある遺

跡範囲として，埋蔵文化財包蔵地の取り扱いを行う。 

・関連文化財群として，奄美市指定文化財である観音寺跡・大島代官所

跡の 2箇所については，市指定史跡及び埋蔵文化財包蔵地としての取り

扱いを行う。 
許認可の権限区分 文化庁あるいは奄美市教育委員会 

第 15表 第 2種地域 C・D地区の現状変更に関する取り扱い基準 

①建築物の新築・増築・改築・除去 
・原則として現状変更は認めない。 

・建物施設は，史跡整備に伴うものしか認めない。 

②簡易工作物の新築・増築・改築・除去 

・原則として現状変更は認めない。 

・見学者の利便性，安全確保を図るための階段・柵等の施設は，文化庁

文化財部記念物課・鹿児島県教育庁文化財課の指導を受け，奄美市教育

委員会と協議を行い，遺構の保存に十分配慮できるものだけ認める。 

③森林の植林・伐採 

・原則として現状変更は認めない。 

・史跡整備に伴う景観維持等の目的を有するものに限られる。 

・伐採は，奄美市教育委員会と協議の上，遺構に影響を与えない方法を

確認したものだけ許可する。 

④土地造成（掘削・盛土）等による地形改変 
・史跡の保存に配慮されたものや史跡整備に伴うものを除き，地形改変

は原則として認めない。 

⑤自然災害等における防災工事 

・自然災害の防止工事については，文化庁文化財部記念物課・鹿児島県 

教育庁文化財課埋蔵文化財係の指導を受け，鹿児島県・奄美市教育委員 

会と協議を行い，史跡の保存に十分配慮されたものについて認める。 

・自然災害発生時の応急的工事については，住民の人命財産の安全確保

を最優先として至急実施する。その際も，文化庁文化財部記念物課・鹿

児島県教育庁文化財課の指導を受け，鹿児島県・奄美市教育委員会と協

議を行いながら実施する。 

⑥発掘調査及び保存整備 

・遺構群の発掘調査は，文化庁文化財部記念物課・鹿児島県教育庁文化

財課の指導を受け，鹿児島県・奄美市教育委員会と協議を行い，調査目

的が必要なものだけ認める。 
特記事項  

許認可の権限区分 文化庁あるいは奄美市教育委員会 
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5 植生管理に対する取り扱いの方針及び基準 

 

 第 4 章 1 節の「保存管理計画の基本方針」①③に示す史跡指定地における日常的維持管

理営為の主たるものは，樹林や草木の管理である。 

 史跡指定範囲内には，森林法第 25 条に基づく保安林は含まれていない。 

第 4 章 2 節（3）に記したように，かつて史跡指定地は，耕作地や里山として利用され

ていたが，昭和 40 年代以降は次第に利用されなくなり，放置された結果，樹林に覆われ

た状態となり今日に至る。特に里山として樹林の伐採，利用が消失したため，高木化が進

んでいる樹種も認められるが，樹林の様相としては総じてまだ樹齢が若い。 

 史跡指定後，一部の高木については剪定等の管理を適宜実施してきたが，史跡指定地全

般について，立木倒木，樹根侵入等の遺構群の保存に影響を与えるものも想定しながら，

日常的な剪定・伐採等の対策が必要である。今後の適切な植生管理により，良好な状態の

維持を図らなければならない。 

 第 4 章 3 節・4 節と重複する内容が含まれるが，以下で史跡指定地における植生管理を

中心に，あらためて内容を整理して，具体的方法を示す。 

（1）日常的維持管理 

・北側曲輪群（A 群）を中心に，樹林が繁茂して，尾根筋からの眺望が悪くならないよう

に，必要に応じて樹林の伐採を実施する。 

・樹林の伐採に際しては，景観維持，自然保護の観点にも十分配慮して，専門家の指導を

受けながら実施する。 

・南側曲輪群（B 群）を中心に，尾根筋の平坦地に，高茎草本，つる植物，荒地雑草等が

繁茂しないように，適宜，刈取・除草作業を実施する。 

・鳥類等により，荒地雑草等に混じり発生する実生の低木についても，適宜，伐採を実施

する。 

・倒木が確認された場合には，発見者は奄美市教育委員会に速やかに連絡を入れ，関係者

による協議・視察を行い，倒木を史跡指定範囲外に搬出するようにする。同時に倒木の木

根部分についても，遺構が損壊していないか必ず確認する。 

（2）危険木の除去 

・立ち枯れした樹木，風水害等により損傷を受けた樹木については，必要に応じて剪定・

伐採等の適切な処置をとる。 

・木根が遺構の現状保存に影響を及ぼす可能性がある場合，その樹木の伐採を行い，枯ら

した後，木根を腐朽させてから除去する。 

（3）樹林管理 

・樹林管理については，自然保護の観点からも配慮して，専門家の指導を受けながら，適
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切な植生環境の維持に努める。 

・高茎草本が繁茂してきた場合には，景観保全や安全確保の観点から，適宜，刈取・伐採

作業を実施する。 

 

6 史跡指定範囲における関係法規制 

 

 史跡指定範囲内における文化財保護法以外の関係法規制についても，以下のとおり確認

する。 

 樹林に覆われている史跡一帯の山地には，森林法により定められている各種「保安林」

は存在しない。 

関係法規制として注意しなければならないのは，史跡が所在する山地の東西両側に指定

されている土砂災害防止法による「土石流危険渓流地域」並びに山地西側と南側の急傾斜

地に指定されている「土砂災害警戒区域」である。 

［土石流危険渓流地域］ 

土石流危険渓流は，都道府県が実施する土砂災害危険箇所基礎調査により，土石流が発

生する恐れがあると認められた川や沢を指す。人家 5 戸以上，官公舎・病院・福祉施設等

の重要施設を有する渓流が「土石流危険渓流Ⅰ」，人家 1〜4 戸を有する渓流が「土石流危

険渓流Ⅱ」，人家等はないが今後の住宅立地等が見込まれる渓流が「土石流危険渓流Ⅲ」に

区分されている。 

史跡が所在する山地の西側（集落側）の谷地は，「土石流危険渓流Ⅰ」に指定されている。

史跡追加指定予定区域に砂防ダムが 2 箇所設置されている。また史跡が所在する山地の東

側の谷地は，「土石流危険渓流Ⅱ」に指定されている。史跡指定範囲の外側の谷地に砂防ダ

ムが 2 箇所設置されている。地域住民に周知して避難等の啓発に利用する性格のもので，

現段階で法規制があるわけではないが，今後の鹿児島県における防災計画が進められてい

く中で工事計画が生じる可能性もあり，関係機関には史跡の所在を周知徹底して，常に連

携しておく必要がある。 

［土砂災害警戒区域］ 

土砂災害警戒区域は，崖崩れ等が発生した時に，住民等の生命に危害が生じる恐れがあ

る区域である。黄線枠内は，土砂災害を防ぐために避難等に関することを住民に周知，啓

発するために特に整備すべき地域であり(土砂災害防止法施行令第 2 条)，赤線枠内は，住

宅建設に対する法規制があるが(土砂災害防止法施行令第3条)，それ以外の法規制はない。 

史跡の保存管理に際しては，史跡指定範囲内も，土砂災害警戒区域に含まれているので，

今後の鹿児島県における防災計画の取り組み過程で工事計画等が生じる可能性もあり，関

係機関には史跡の所在を周知徹底して，常に連携しておく必要がある。 
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第 30図 土石流危険渓流Ⅰ区域
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第 31図 土石流危険渓流Ⅱ区域
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第 32図 土砂災害警戒区域
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第 5章 今後の課題 

 

1 今後の史跡活用に対する考え方 

 

 史跡赤木名城跡が持つ歴史的重要性を人々に理解してもらうためには，史跡を活用した

今後の啓発普及活動が欠かせない。 

 史跡赤木名城跡における尾根筋の北側曲輪群には，前田川右岸に営まれている里・中金

久・外金久の赤木名地区 3 集落を俯瞰できる眺望絶佳の場所がある。「赤木名城跡保存管

理計画策定委員会」で会議を重ねる過程でも，赤木名地区 3 集落の地元委員からは，①地

域住民の健康増進にも繋がる憩いの空間として気軽に登れる場所としての活用，②史跡赤

木名城跡から見ることができる赤木名地区3集落の眺望を活かした観光資源としての活用，

③里集落の秋葉神社，中金久集落の菅原神社，外金久集落の厳島神社は，旧暦 6 月に行わ

れる伝統的行事「六月灯」や「初詣」等の参拝や日頃の清掃奉仕活動等，集落コミュニテ

ィー形成の場所であり，史跡活用と連動させた神社利用の活性化，④史跡が所在する山地

の山麓にある奄美市指定文化財「観音寺跡」は，現在草木に覆われた状態であるが，薩摩

藩統治時代に赤木名村に赴任した歴代代官たちの崇敬した寺院であり，島津家歴代の菩提

寺である曹洞宗玉龍山福昌寺の末寺であるという由緒ある歴史もふまえて，地域住民や観

光客の憩いの場所となる拠点的空間としての活用，⑤100 年以上の歴史がある赤木名地区

の「招魂祭相撲」で力士たちが力水を汲む奄美市立赤木名中学校裏手の山麓のイジュンゴ

（湧水）を史跡と連動させて活用する等，地域に根ざしたさまざまな意見が提起されてき

た。 

 そうした今後の活用については，奄美市笠利総合支所が平成 25・26 年度に取り組んで

いる「歴史回廊のまち笠利観光プロジェクト」が，笠利町における文化財群を網羅的に把

握して，観光資源として活用しようと計画しているので，当該計画を実践していく後続事

業等とも連携を図りながら多面的な史跡の啓発普及活動の展開を図る必要がある。 

 史跡の見学者等の安全確保を第一に図り，当面の措置として，市民総合賠償補償保険等

による対応も検討しながら，上記の取り組みに即して史跡の活用に必要な取り組みを進め

ることとする。 

 

2 今後の保護管理体制の充実 

 

 最後に，史跡の恒久的保存に向けた今後の保存管理体制について，まとめておく。 

 第 1 章第 1 節（3）で記載しているように，まず本書『史跡赤木名城跡保存管理計画書』

を奄美市教育委員会，奄美市役所笠利総合支所，赤木名地区 3 集落をはじめとする関係機

関・関係者に常備し，常に利用できる環境を整えておかなければならない。奄美市役所の

定期人事異動や赤木名地区 3 集落の町内会役員改選等があるので，関係機関・関係者に毎

年文書送付をする等の対応が必要である。 
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 次に史跡指定されていない追加指定予定地について，保存の必要がある遺跡範囲として，

埋蔵文化財包蔵地の取り扱いを行う。あわせて関連文化財群として，奄美市指定文化財の

「観音寺跡」「大島代官所跡」の 2 箇所についても，市指定史跡及び埋蔵文化財包蔵地と

しての取り扱いを行う。当該措置により，文化財保護法により，史跡指定されていない箇

所についても一定の保護が可能になる。 

 今後，地形踏査・発掘調査の計画的実施を重ねて，大手口・曲輪群の位置づけ等の城郭

跡の構造的把握を深化させるとともに，城郭跡の構築使用年代や構造変化等を理解するた

めの基礎的情報を蓄積させていく計画的な調査研究が必要である。 

 また，地域住民の理解・協力を得ながら，史跡の多面的活用を推進して，史跡の普及活

用を図る必要がある。 

 そのためには，今後，史跡及び周辺の保存管理に必要な体制のさらなる充実を図るとと

もに，史跡赤木名城跡の整備活用計画を立案することも視野に入れながら，様々な活用施

策について検討していくことが必要である。 


